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〇坂出市空家等対策計画の取組状況について（平成 30年度～令和３年度） 

 

居住中 １．空家等発生の未然防止 

 

 

 

  

項目 取組事項 

【参考】 

計画策定前 

（～H29 年度）の取組 

H30 年度 取組 R 元年度 取組 R2 年度 取組 R3 年度 取組 成果等 課題・対応策 
国・県・他市の動向， 

社会情勢の変化等 
担当課 

（１） 

空家化の

予防・抑

制に関す

る周知啓

発 

・市広報誌や市ホームペー

ジ，パンフレットの配布

等による周知啓発 

 

・市役所における各種手続

きや通知時を利用した

働きかけ 

・市広報誌 2回 

(H29.6月，11月) 

・市ホームぺージ掲載 

・パンフレット作成・配布

（固定資産税の納税通

知書に同封し送付，市

本庁舎１階・各出張所

に配置） 

・市広報誌 3回 

 （5月,6月,10月） 

・市ホームページ掲載 

 （「空家等のブロック塀

の点検をおねがいしま

す」のページを掲載 

・パンフレット作成・配布 

・自治会会合での周知 

 （1回） 

・市広報誌 4回 

 （5月,7月,10月,12月） 

・市ホームページ掲載 

・パンフレット作成・配布 

・自治会会合（市政出前講

座）での周知（１回） 

・エフエム・サンでの周知 

・市広報誌 3回 

 （5月,7月,9月） 

・市ホームページ掲載 

・パンフレット作成・配布 

・エフエム・サンでの周知 

・坂出高校での市政出前

講座（１回） 

・市広報誌 5回 

 （5月,6月,8月,10月 

,2 月） 

・市ホームページ掲載 

・パンフレット作成・配布 

・空き家対策 WEB セミナ

ー坂出会場 

 （11月，2月） 

・所有者本人や親族から空

家になる前に相談がある

など，空家問題への関心・

認識が高まっている。 

・様々な媒体を使い，幅広い

年代へ周知に努めている。 

・関心を引くよう，パンフレ

ットの内容を毎年変更し

ている。 

・利活用や維持管理の方策，

相続手続等，より具体的な

管理方法を提示するなど

の内容の充実を図る。 

 

・より関心を引くため，市ホ

ームページ・パンフレット

の内容・見せ方を見直し，

充実させる。 

・国：空き家の発生を抑制す

るための特例措置（空き家

の譲渡所得の 3,000 万円

控除） 

・県：空き家対策セミナーの

開催（H30,R1 各 2 回，R2 

1 回，R3 2 回） 

・県：香川県空き家ガイドブ

ック作成（R3.6_第 3版） 

・高松市：市ホームページ・

チラシ 2種類 

危機管

理課 

（２） 

空家化の

早期発見

のための

情報ルー

トの構築 

・地域住民が組織する自治

会等の協力による情報

の入手ルートの構築 

・坂出市空家実態調査へ

の協力を自治会長へ依

頼・実施（H24） 

― ― ― ― ― 

・行政と市民が共働で取り

組むべき課題であるとい

う認識の共有に努める必

要がある。 

・市政出前講座の利用につ

いて，自治会へ働きかけを

行う。 

・見守り活動を自治会に担

っていただくような仕組

みの構築の検討を行う。 

三豊市： 

空家等見守り活動支援事業

（自治会が行う空家等の見

守り活動に対し，1万円の交

付金を交付） 

 

山形県酒田市： 

空き家等見守り隊（見守り活

動を行う自治会に対し，運営

交付金を 1万円加算） 

危機管

理課 

（３） 

空家化の

未然防止

に向けた

相談体制

づくり 

・香川県司法書士会との協

定締結により設置した

法律や相続等に関する

相談窓口の周知，利用促

進 

 

・（公社）香川県宅地建物取

引業協会との協定締結

により設置した住宅等

の管理・処分の方法など

を相談できる窓口の周

知，利用促進 

〇協定締結・相談窓口開

設 

・香川県司法書士会 

 （H29.4.11） 

・（公社）香川県宅地建物

取引業協会 

 （H29.4.27） 

〇周知・利用促進 

・市広報誌 2回 

 （H29.6月，11月） 

・パンフレット作成・配布 

〇周知・利用促進 

・市広報誌 2回 

 （5月,10月） 

・市ホームページ掲載 

・パンフレット作成・配布 

・自治会会合での周知（1

回） 

〇周知・利用促進 

・市広報誌 2回 

 （5月,12月） 

・市ホームページ掲載 

・パンフレット作成・配布 

・自治会会合（市政出前講

座）での周知（1回） 

・エフエム・サンでの周知 

〇周知・利用促進 

・市広報誌 1回 

（5月） 

・市ホームページ掲載 

・パンフレット作成・配布 

・エフエム・サンでの周知 

〇周知・利用促進 

・市広報誌 1回 

 （5月） 

・市ホームページ掲載 

・パンフレット作成・配布 

・香川県司法書士会が主

催する相談会について

市ホームページで周知 

・（公社）香川県宅地建物取

引業協会への相談件数 

（H29：31件，H30：21件 

 R01：13件，R02： 4件 

 R03： 3件） 

・専門家の相談窓口は，大変

重要である。 

・電話なので遠方の所有者

も利用可能であり，無料な

ので気軽に相談できる体

制である。 

・パンフレット送付から時

間が経つと関心が低下し，

相談件数が低下する傾向

にあるので，10 月広報に

再度掲載する。 

・具体的な依頼となると，個

別の司法書士・事業者への

橋渡しが必要で，受託者の

変更を要求され，困るケー

スがある。 

・より良い相談体制の模索

や相談会を実施するなど，

検討する必要がある。 

・高松市：高松市空き家相

談員 

・丸亀市：空き家相談会（月

1回） 

・県：香川県空き家ガイドブ

ックに各種相談制度を掲

載 

※坂出市の相談制度も紹介

あり 

危機管

理課 

資料３ 
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空家化 ２．管理不全な空家等の発生抑制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

項目 取組事項 

【参考】 

計画策定前 

（～H29 年度）の取組 

H30 年度 取組 R 元年度 取組 R2 年度 取組 R3 年度 取組 成果等 課題・対応策 
国・県・他市の動向， 

社会情勢の変化等 
担当課 

（２） 

適正管理

の周知啓

発 

・市広報誌や市ホームペー

ジ，パンフレットの配布

等による周知啓発 

１（１）に同じ １（１）に同じ １（１）に同じ 

・１（１）に同じ 

・空家等管理事業者の紹

介 

・１（１）に同じ 

・空家等管理事業者の紹

介 

・全体的に，空家問題への関

心・認識が高まっている。 

 （市への相談件数（全体）：

H30：121件，R01：203件， 

 R02：230件, 

R03：235件） 

・様々な媒体を使い，幅広い

年代へ周知に努めている。 

・関心を引くよう，パンフレ

ットの内容を毎年変更し

ている。 

・空家等管理事業者を紹介

して，具体的な管理手法を

周知している。 

・１（１）に同じ 

・具体的な利活用方法（空き

家バンク，移住促進・空き

家改修等補助金，宅建協会

の相談窓口）の案内に引き

続き，努める。 

・賃貸・売買以外の新たな維

持管理手法（ふるさと納税

の活用による管理サービ

スの提案等）の案内ができ

る体制を構築した上で，周

知啓発をしていく必要が

ある。 

１（１）に同じ 
危機管

理課 

（３） 

適正な管

理を促進

するため

の情報提

供 

・民間事業者が行ってい

る空家管理代行サービ

スの紹介（（公社）香川

県宅地建物取引業協会

との協定等）などの情報

提供 

〇協定締結・相談窓口開

設 

・（公社）香川県宅地建物

取引業協会（H29.4.27） 

・市共働課に相談のあっ

た方へ県宅建協会の相

談窓口を案内 

・市共働課に相談のあっ

た方へ県宅建協会の相

談窓口を案内 

・市共働課に相談のあっ

た方へ県宅建協会の相

談窓口を案内 

・空家等管理事業者登録・

紹介制度の創設 

・市共働課に相談のあっ

た方へ県宅建協会の相

談窓口を案内 

・空家等管理事業者登

録・紹介制度の周知 

・（公社）香川県宅地建物取

引業協会への相談件数 

 １（３）に同じ 

 

・空家等管理事業者登録数 

 （R3：11事業者） 

・遠方居住，高齢等の理由に

より自ら管理できない所

有者等に有用な情報を提

供できるようになった。 

・提供できる情報の内容の

充実を図る必要がある。 

・適切に管理できていない

所有者に対し，「空き家等

管理事業者登録・紹介制

度」の利用を促す必要があ

る。 

・所有者等の具体的な依頼・

相談に迅速かつきめ細や

かに対応できるよう，他市

の事例を参考に，有用な情

報のとりまとめ等を行う

必要がある。 

・県：香川県空き家利活用

サポートチーム登録制度 

・高松市・丸亀市・善通寺

市・観音寺市：ふるさと

納税の返礼品を活用した

空き家管理サービスの紹

介・提供 

・高松市：高松市空き家相

談員（再掲） 

・三豊市：「空家等管理事業

者登録制度」よる事業者

の公表・案内 

危機管

理課 
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空家化 ３．空家等の利活用の推進 

項目 取組事項 

【参考】 

計画策定前 

（～H29 年度）の取組 

H30 年度 取組 R 元年度 取組 R2 年度 取組 R3 年度 取組 成果等 課題・対応策 
国・県・他市の動向， 

社会情勢の変化等 

担当

課 

（１） 

空き家バ

ンクの活

用促進 

・空き家バンクの活用の

促進 

・空き家バンクの運営開

始（H24.10.1～） 

 

・登録 8件（H29） 

登録 9件 

・登録 27件 

 （売却 25件，賃貸 2件） 

 

・成約 11件 

 （売却 10件，賃貸 1件） 

・登録 26件 

 （売却 24件，賃貸 2件） 

 

・成約 16件 

 （売却 15件，賃貸 1件） 

・登録 25件 

・パンフレットへの掲載や

不動産協会・宅建協会か

らの働きかけ等により，

問い合わせや，登録申請

が徐々に増えている。 

・島しょ部の空家の登録がない

一方で，島しょ部への移住希

望者からの問合せがあり，需

要に対する供給を充足できて

いない。 

・島しょ部の物件所有者へ制度

を周知し，利用を促進したい。 

・県内全自治体：香川県空き

家バンク（香川暮らし）に

全自治体の物件を掲載 

 

・高松市・観音寺市・三豊市

等：自治体独自の空き家

バンク制度，移住に関す

るポータルサイトを運営 

 

・県：香川県空き家ガイドブ

ックに掲載して周知 

政策課 

（２） 

空き家バ

ンク登録

物件の改

修に対す

る支援 

・空き家バンク登録物件

の改修に対する支援 
― 

・坂出市移住促進・空き

家改修補助金制度の創

設（H30.4.1～） 

 

・実績なし 

・改修 2件 

 （1,363千円，東京か

らの移住者・空き家所

有者からの申請） 

・改修 5件 

 （5,000千円） 

・改修 8件 

 （8,000千円） 

・利用件数は，年々増加傾

向にある。 

 

・令和 3年度は，Ｒ4.1.20

時点で 6件の補助実績の

うち 2名が市外在住者で

あり，制度利用後に転入

している。 

・空き家ガイドブック（県製

作）や，一部の不動産事業者

による利用者への周知によ

り，問い合わせ・申請件数と

もに増加している。 

 

・さらなる利用促進に向け，不

動産事業者等，関係団体の制

度に関する認知度向上を図

ることで，利用者に対するPR

を充実させていきたい。 

〇補助金（県 1/2,市 1/2） 

 

・坂出市，三豊市，東かがわ

市，：補助率 1/2，限度額

（改修）100万円 

・高松市：補助率 1/2,限度

額（改修）50万円 

・丸亀市，善通寺市：制度

なし 

・観音寺市，さぬき市：補助

率 1/2，限度額（改修）100

万円・（家財道具）10万円 

 

〇県：香川県空き家ガイド

ブックに掲載して周知 

 

政策課 

（３） 

地域，NPO

等が主体

の空家等

利活用へ

の支援 

・地域，NPO等が主体の空

家等利活用に対する情

報提供 

― ― ― ― ― ― 

・現状では，自治会，NPO等から

空家等を活用したいとの要望

はない。 

・既存の補助制度（自治会集会

場補助金制度（共働課），中心

市街地商店街活性化支援事業

費補助金制度（産業課））の活

用や整合性を図ることが必要

である。 

・NPO や自治会等への空家等の

情報を提供を行える体制づく

りが必要である。 

・県：香川県空き家利活用サ

ポートチーム登録制度（再

掲） 

・大津市：空き家のガレージ

を近隣住民に貸し出す取

組 

・山梨県都留市：空家等対策

自治会モデル事業 

・広島県尾道市：認定 NPO尾

道空家再生プロジェクト 

・山形県鶴岡市：NPO法人つ

るおかランド・バンク 

危機管

理課 
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項目 取組事項 

【参考】 

計画策定前 

（～H29 年度）の取組 

H30 年度 取組 R 元年度 取組 R2 年度 取組 R3 年度 取組 成果等 課題・対応策 
国・県・他市の動向， 

社会情勢の変化等 

担当

課 

（４） 

企業等の

支援 

・商店街に立地する空き

店舗や事業所（事務所）

の利活用促進のための

支援の検討 

・坂出市中心市街地商店

街活性化支援事業費補助

金制度の創設 

（H25.4.1～） 

― ― ― ― ― 

 

・商店街振興組合等が実施する

空き店舗利用事業やテナント

ミックス管理事業に対する補

助（坂出市中心市街地商店街

活性化支援事業費補助金交付

要綱）を行う等，空き店舗対

策に向けた基盤を整えてい

る。 

 

・駅周辺の商店街では，空き店

舗の多くが老朽化しており，

中には，解体しないまま放置

されたり，解体し，跡地を有

料駐車場等に転用される等，

中心市街地の空洞化が進んで

いる。 

 

・残存する建物は，殆どの空き

店舗が住居との併用住宅であ

り，空き店舗の有効利用の阻

害要因となっている。 

 

・今後は，公民連携による駅前

再整備などを踏まえた総合的

な見地から，商工会議所や商

店街の関係者等とも連携を図

りつつ，効果的な空き店舗対

策を検討していきたい。 

 

〇利活用が進まない理由 

・建物の解体・改修費用や賃

料の負担等によるコスト

要因 

・土地権利関係の複雑さや

所有者の不在・不明等によ

る地権者要因 

・中心市街地の商業ニーズ

低下等による要因 

 

〇空き地・空き店舗が引き起

こす問題 

・買物・通院等の生活機能低

下と居住人口の更なる減

少 

・消費の域外流出とそれに

よる事業活動の停滞と雇

用喪失 

・地方自治体の税収減と公

共サービスの質の低下等

⇒都市機能の維持が困難 

 

〇全国的な拡がり 

・コワーキングスペースや

インバウンド効果による

民泊需要に対応するシェ

アビジネスの場としての

利活用 

産業観

光課 
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除却・跡地利用 ５．空家等に対する効果的な支援 

 

項目 取組事項 

【参考】 

計画策定前 

（～H29 年度）の取組 

H30 年度 取組 R 元年度 取組 R2 年度 取組 R3 年度 取組 成果等 課題・対応策 
国・県・他市の動向， 

社会情勢の変化等 
担当課 

（１） 

老朽化し，

危険な空家

等の除却費

に対する支

援 

・老朽危険空き家

除却支援事業の

推進 

・坂出市老朽危険空き家

除却支援事業補助金制

度の創設（H29.9.27～） 

 

・14件除却 

（補助金額 11,375千円） 

 ※H28実態調査 

 老朽度・危険度ランク

別内訳 

 ・E：11件 

 ・D： 3件 

・27件除却 

（補助金額 28,842千円） 

 ※H28実態調査 

 老朽度・危険度ランク

別内訳 

 ・D：8件 

 ・C：4件 

 ・B：3件 

 ・A：3件 

 ・ランク外 9件 

・11件除却 

（補助金額 14,480千円） 

 ※H28実態調査 

 老朽度・危険度ランク

別内訳 

 ・D： 2件 

 ・C： 5件 

 ・B： 1件 

 ・ランク外 3件 

・11件除却 

（補助金額 14,995千円） 

 ※H28実態調査 

 老朽度・危険度ランク

別内訳 

 ・D： 3件 

 ・C： 5件 

 ・B： 1件 

 ・ランク外 2件 

・11件除却 

（補助金額 12,194千円） 

 ※H28実態調査 

 老朽度・危険度ランク

別内訳 

 ・C： 5件 

 ・B： 2件 

 ・ランク外 4件 

・74件が除却され，住

環境の向上が図ら

れた。 

 

・市建設課と連携し，

適正に調査・審査で

きるような体制を

整備している。 

・老朽化が進めば行政の支援が得られ

るという考えを所有者が抱くことで

管理責任の放棄を助長しかねない。 

・除却に無関心な所有者等がおり，粘

り強く働きかける必要がある。 

・平成 28年度空家等実態調査以降，老

朽化が進んだ空家等が増加傾向と考

える。所有者等の管理責任意識の醸

成や適正管理の周知啓発に努め，老

朽危険空き家が増加しないような対

策を併せて行うことが必要である。 

・令和 3 年度末で E17 件，D55 件が除

却されず，中間目標値 E0件，D14 件

に届かなかった。 

〇補助金（国 2/5，県 1/5，

市 1/5，本人 1/5） 

・高松市：除却工事費の1/3

（限度額 50万円） 

・丸亀市，坂出市，善通寺市，

観音寺市，さぬき市，東か

がわ市、：除却工事費の4/5

（限度額 160万円） 

 

〇県：香川県空き家ガイドブ

ックに補助制度について

掲載して周知 

危機管

理課 

（２） 

跡地利用 

・自主的に除却を

行う所有者等や

地域が，除却跡地

を子どもたちの

遊び場，公共に資

する防災空き地

等として利用す

る場合の，空家等

の除却や跡地整

備への支援の検

討 

― ― ― ― ― ― 

【都市整備課】 

・空家の自主的な除却後の跡地利用に

ついては，空家の場所や所有者・地

域の意向等の情報を庁内の関係課が

共有した上で，跡地利用内容や支援

の可否について，横断的に検討する

ことが必要である。 

【危機監理室】 

・地域住民で結成する自主防災組織に

おいては，資機材を保管する場所や

一時避難場所の確保に苦慮してい

る組織も多いことから，地域での活

用を希望する所有者等と地域住民

のニーズのマッチングできる体制

の整備に関して検討していきたい。 

・長崎市：長崎市老朽危険空

き家対策事業 

・福井県越前町：越前町安心

で潤いあるまちづくり事

業（ポケットパーク事業） 

都市整

備課 

危機管

理課 

（３） 

民間業者と

の連携 

・不動産に関する

専門的な知識や

ノウハウ等を有

する民間団体な

どと協定を締結

し，所有者等の同

意のもと，空家等

に関する情報の

提供制度を構築

するなど，連携し

た取組の推進 

― ― ― ― ― ― 

・民間業者と連携し，空家等の所有者

と利活用希望者をマッチングでき，

所有者と利活用希望者それぞれにと

って有用な空家等の情報提供が行え

る体制づくりが必要である。 

・高松市：高松市空き家相談

員（再掲） 

・山形県鶴岡市：NPO 法人つ

るおかランド・バンク（再

掲） 

危機管

理課 


